
【別紙】事業承継委員会活動報告 
 
(1)第一回事業承継委員会 
 日時：2019年 6月 10日 
講師：事業引継ぎ支援センター 
テーマ：「中小企業における事業承継の現状」 
ポイント： 
事業承継において、事業承継を行うことは「経営の承継」と「資産の承継」の 2つがあ
り、最近では「知的資産の承継」を加えた 3つとなっている。 
事業承継における課題としては経営者の高齢化と後継者が不在という問題。さらには 
承継対策が必要であるという認識の不足と重要とわかっていても取り組んでいないと 
いう実態がある。 
広島における事業承継に対する取り組みとして、事業引継ぎ支援センターを広島商工 
会議所内に設置し、第三者承継を進めている。 
加えて親族内承継支援を進めるプッシュ型事業承継高度化事業を国としても強化して 
おり、広島県事業承継ネットワーク事務局が設置されている。 

 
（講義資料） 
  

  
 
 
 
 



 
 

 
 



 
 
 



 
 

 



 

 



 
 
 

 



 
 
 



 
 



 
 



 
 

 



 
 



 

 



 
 

 



 
 



 
 



 

 



 
 



 
 

 



 
 



 
 



 
 

 



 

 



 
 

 
 



 
 



 
 



 
 



 

 



 
 
 

 



(2)第二回事業承継委員会 
 日時：2019年 8月 2日 
講師：デロイトトーマツ税理士法人 東京事務所 パートナー 樋口亮輔氏 
テーマ：「事業承継税制」 
ポイント： 

事業承継税制においては一般措置と特例措置があり、一般措置の提供要件につい

ては、雇用の確保などの要件充足がネックとなっていた。 
特例措置においては H30年の改正により創設された措置であり、申請件数は大幅
に増加した。 
一方で特例措置における猶予免除まで確定事由に該当しないように注意し続ける

ことが必要。 
H31年 10年間の時限措置として、新たに個人版事業承継税制が創設された。 
主な免除事由は法人版事業承継税制と類似している。 
広島税理士会においては特例措置に係る事前説明・確認事項を徹底すべく、確認

書を用いたチェックを行っている 
 
（講義資料） 

 
 
 



 
 

 
 
 



 

 
 

 



 

 

 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 

 



 

 
 

 



 

 
 

 



 

 

 
 



 
 
 

 



 

 
 

 



 

 



(3)第三回事業承継委員会 
 日時：2019年 10月 8日 
講師：株式会社 ASPASIO マネージングディレクター 田中 康之氏 
テーマ：「MBO EBOスキームの現状と課題」 
ポイント： 
事業承継のMBO/EBOは、対象企業に内在する強みを継続するために、社内人材に対
し会社の経営権とともに所有権を譲渡する取引。 

MBO/EBO は、譲受人たる会社役員・従業員に十分な資力が無い事が多く、中小企業
においては会社の CF を背景とした LBO の実施も困難なケースも多いため、

MBO/EBOの実施が制約を受けている。 
譲り受け側の資金的な負担や、譲り渡し側の譲渡後の資金確保（継続的な収入）の観

点から、会社分割による譲渡や種類株式の導入等を検討する事が有用と推定される。 
過去の相続等によって分散された株式についても、スクイーズアウトの手続によって

再集約を図る事がMBO/EBO実施後の経営の安定性確保に有益と考えられる。 
更なるMBO/EBOの件数増加の為に、①会社分割における分割承継法人の株式譲渡の
適格再編化、②種類株式の価値評価の見直しが有効と考えられる。 

MBO/EBO も、第三者に対する M&A と同様、公正価格での取引が望ましいと考えら
れるが、実務的には税法基準での取引が多くなっている。 

 

 
 



 

 
 
 

 
 
 



 

 
 
 

 
 



 

 
 



 
 

 
 
 
 



 

 
 
 

 
 
 



 

 

 
 

 
 



 

 

 
 

 



 

 
 
 

 
 



 

 
 
 

 
 
 



 

 
 
 

 
 



 

 
 
 

 
 



 

 
 

 

 
 



 

 
 
 

 
 



 

 
 
 

 
 



(4)第四回事業承継委員会 
 日時：2020年 1月 28日 
講師：日本大学経済学部 鶴田大輔教授 
テーマ：「中小企業の後継者不足問題と事業承継の効果」 
ポイント： 

後継者が不在である理由は主に企業自身に問題がある。 
財務状況の向上や業況により、後継者が現れる可能性も推察される。 
後継者が不在であることの悪影響は、不況期により顕著に現れる傾向であり、過

去リーマンショックでは顕著に現れた。 
事業承継による経営者の若返りは企業活動を活発にすると考えられる。 
ただし、事業承継後にパフォーマンスが高い企業でも、リスクテークに関して過

度に消極的である可能性がある。 
 
（講義資料） 

 
 
 
 
 
 



 

 
 



 
 



 

 



 

 



 

 



 
 



 
 



 

 



 
 



 

 



 
 



 
 



 

 



 

 



 

 



 
 



 
 

 



(5)第五回事業承継委員会 
 日時：2020年 10月 14日 
講師：有限会社ホームサービス植木 植木重夫会長、繁之社長 
テーマ：ケーススタディ～親族承継～「父と子の事業承継」 
ポイント： 

親族内承継を行ったエピソードから、親と子それぞれの立場の思いを確認。 
親としては事業承継について考える間もなく、意識もしていなかったが、取引先

から叱責を受け、真剣に考えた結果、責任をもって事業を継続してくれるのは第

三者より親族内だと決断した。 
社長は一人でよいと思い、あえて自分の居場所を会社から無くす様にした。 
息子は進学や就職する際には意識はしていたが、自分から切り出すことはなかっ

た。同業の大手企業に就職した後、地元広島で勝負したいと思い至って、父親と

共通の知人に相談し、思いを打明けた。 
父親の会社に入ってから 3年が一番苦労した。現場の職人からの反発が大きかっ
た。結果としてほぼメンバーを入れ替えた。当然先代が持つリソースのうち使え

るものはフル活用した。 
親と全く同じスタイルは出来ないと理解し、先代を尊重することが円滑な承継を

実現する重要なポイントと考える。 
 
（当日資料） 



 


